様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　令和3(2021)年02月03日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名　印
住所　
法人番号　７０１０００１０２３７８５
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画　Staying Ahead 2022 with Digitalization and Green

	公表日
	2018年3月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.nyk.com/profile/plan/
https://www.nyk.com/profile/pdf/staying_ahead_2022.pdf
5, 7, 10, 18－20ページ

	記載内容抜粋
	ボラタイルな事業環境、多様に変化する社会に対応すべく、当社が持つ技術力・情報（デジタル）力・ネットワーク力に磨きをかけ、次世代の成長分野を切り拓く。　
方向性としては、デジタル技術（特にIoT・Big Data・AIなど）によって当社が持つ海運と物流の事業ノウハウ・データを深耕して、(a)造船所など海事産業クラスターとの次世代船舶の共同開発、(b) 船舶性能・実運航・海洋環境データに基づく営業活動・配船計画などの最適化、(c) お客さまとのデータ一元化によるサプライチェーン全体の合理化、(d) デジタルフォワーディングなど、一層の効率化と新たな価値創出に取り組み、またCO2削減など社会要請に適応する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認された方針に基づき作成された内容であって拠標媒体に記載されている事項である。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①　中期経営計画　Staying Ahead 2022 with Digitalization and Green
②　統合報告書「NYKレポート2020 Total Innovation」

	公表日
	1 2018年3月29日
2 2020年9月7日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	①https://www.nyk.com/profile/pdf/staying_ahead_2022.pdf
20ページ
2 
https://www.nyk.com/ir/pdf/2020_nykreport_all.pdf
12、22-27ページ

	記載内容抜粋
	1 （1）で示した方向性の具体化として、(a) 当社が持つ船舶の実海域での運航データと海事産業クラスター各社が持つ船舶建造ドメイン知識を統合した次世代船舶（高環境性能船や高度自動化船など）の共同開発、(b)お客さまの輸送ニーズと当社の船舶性能/運航データを突合した最適配船、(c) 貨物の需要/供給・属性と輸送・在庫などのデータの一元化によるサプライチェーン全体の合理化、(d)デジタルマーケットプレイスでのフォワーディング事業など。
2 ①発表後の進捗とESGなど企業の社会的役割の深化を踏まえ、安全運航と脱・炭素への取組み強化を目的に「船舶の技術・イノベーションロードマップ」を策定した。　デジタル分野では、高度船舶管理システム、次世代ICTプラットフォームでの船舶運航データ管理（データレイク）と活用、船舶機関プラントのリアルタイム遠隔診断と状態基準保全、航海見張り支援などの実用化に取り組む。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認された方針に基づき作成された内容であって拠標媒体に記載されている事項である。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2019年1月31日発表の「役員および経営委員新体制のお知らせ」・「役員管掌一覧表」https://www.nyk.com/news/2019/__icsFiles/afieldfile/2019/03/07/J_19-4-1.pdf

	記載内容抜粋
	専務経営委員（現在は専務執行役員と改称）・CIOが長となる技術本部にデジタライゼーショングループを設置した。　同本部には、DXを企画・推進するデジタライゼーショングループに加えて、情報企画グループ（ITシステムの開発・運用・保守、IT技術者の育成）、工務グループ（船舶の設計・建造・保守）、海務グループ（船舶の運航・船員の育成・配乗）及び環境グループなどが所属しており、デジタル技術・データを統合的に活用しやすい組織構造となっている。　また、海運業ビジネス経験が豊富な執行役員・デジタライゼーショングループ長がCIO代理を兼務しており、社内事業部門の業務ニーズとデジタル/IT技術・データとのマッチングが進んでいる。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2020年9月7日発表の統合報告書「NYKレポート2020 Total Innovation」https://www.nyk.com/ir/pdf/2020_nykreport_all.pdf
1 26-29ページ、② 32-33ページ

	記載内容抜粋
	1 技術本部長・CIOインタビュー
Step-1（2000年代：現場の知見）とStep-2（2010年代：ビッグデータ・IoT：データ解析・見える化）とを踏まえたStep-3として、2020年代は高環境性能船・安全操船支援・機関プラント遠隔監視・事故解析・統合船舶管理の実現を目標にデジタル技術とデータの一層のインテグレーションを推進する。　このために(a)各種の業務・運用データの収集・整備を進め、(b)130名規模の技術本部に加えて（株）MTI・（株）日本海洋科学・（株）NYK Business Systems・Symphony Creative Solutionsというグループ会社4社をラボとして、国内外の先進企業・研究組織とオープンコラボレーションを推進する。
2 デジタル技術を体得したビジネスリーダーを育成し,ビジネスの現場でのデジタライゼーションを進めるために、チーム長（課長）直前の中堅社員を対象とした一期6か月のNYKデジタルアカデミーを開設している。　大変有効である。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画　Staying Ahead 2022 with Digitalization and Green

	公表日
	2018年3月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.nyk.com/profile/pdf/staying_ahead_2022.pdf
22ページ

	記載内容抜粋
	Digitalization and Greenへの取組みはKPI=Power Indexに基づき進捗をモニターし、毎期の統合報告書で報告。
(a) データ分析・アプリケーション開発
定量：船上計測データ量・アプリ開発件数
定性：安全運航（遅延時間/事故件数）・省エネ運航
（CO2/IMO環境規制適合）
(b) サプライチェーン全体の効率化
定量：2015年を基準とした輸送単位当りCO2削減量
定性：施策別に目標・工程・期限を設定
　                                                                                              2020年の達成状況は統合報告書「NYKレポート2020」22-23・26-29・52-55ページご参照。
https://www.nyk.com/ir/pdf/2020_nykreport_all.pdf



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2020年9月7日　統合報告書「NYKレポート2020 Total Innovation」
2 2020年秋　株主通信「NYK Plus」

	発信方法
	1 統合報告書「NYKレポート」
2 株主通信「NYK Plus」

	発信内容
	1 2020年の「NYKレポート」での技術本部長・CIOインタビューは上記(2)－②－1)をご参照。https://www.nyk.com/ir/pdf/2020_nykreport_all.pdf
26-29ページ
2 「NYK Plus」2019年秋号では、船上電子通貨プロジェクトMarCoPayを紹介した。　https://www.nyk.com/ir/pdf/nykplus26.pdf

ご参考までに、2019年の「NYKレポート」では、船陸間で船舶管理業務を共通化するプラットフォーム「NiBiKi」を紹介した。　https://www.nyk.com/ir/pdf/2019_nykreport_all.pdf
20ページ　



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	通年

	実施内容
	1 専務執行役員・技術本部長・CIOの小山智之はWall Street Journal CIO Networkに日本からの唯一のメンバーとして参加し、米国のデジタル・IT動向を把握している。

2 執行役員・デジタライゼーショングループ長の鈴木英樹は日本マイクロソフトのDigital Leaders Exchange、経団連のデジタルエコノミー推進委員会やスタートアップ委員会の積極的なメンバーとなってデジタル技術の動向を理解したうえで、他社メンバーやスタートアップとの討議・交流を通じて当社デジタル・ITの課題を把握している。

3 デジタル渉外担当・プリンシパルフェローの班目哲司はIntelのEnterprise Board of Advisory、MicrosoftのGlobal CIO Summit、Wall Streel JournalのTech Live、日経クロステック ITイノベーターズ会議（幹事会員）、イスラエルの海事系プラットフォームThe Dockなどへの参画（場合によっては講演）を通じて技術サプライヤー・ユーザー両方とのネットワークを広げ、獲得したグローバルなデジタル知見を経営・社員に共有している。

これらの情報収集・ネットワークを通じて、宣伝に惑わされないソリューション評価・改善すべきギャップや課題を認識している。　特にセキュリティ問題の動向把握は有効である。

[bookmark: _GoBack]また、情報処理推進機構が主催しているDX推進指標による自己分析も行った。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	毎年11月～12月、2月～3月

	実施内容
	1 当社はサイバーリスクを最重要経営リスクの一つと認識し、経営トップも参加するリスク管理委員会で当社グループのサイバーリスクへの対応状況を確認し、課題について協議している。（「ESGデータブック」リンク下記　93-94ページご参照）https://www.nyk.com/ir/pdf/2020_nykreport_12.pdf
2 本リスク管理委員会での議論に基づくサイバーセキュリティ対応施策の策定と実施管理のため、情報セキュリティ管理委員会を設置している。（共同委員長：CIO・CFO・CCO）
3 毎年11-12月に内部監査室が主管する業務監査の一環として外部監査機関（2019年度・20年度はトーマツ）によるIT統制・セキュリティ監査を実施している。（20年度の概要は、添付「【IT全般統制】2020年度NYK本体実施概要説明」ご参照）
4 ③を技術面から補足する目的で、当社のグローバル業務システム・ネットワーク・エンドポイント管理を対象に完全子会社である（株）NYK Business Systems グローバルサイバーセキュリティ部（約10名・登録セキスぺ1名）による情報セキュリティ検査を実施し、析出した脆弱性は緊急度に応じて是正する管理サイクルを回している。
多重防御システム・行動分析システム（ArcSight）・迅速なパッチ適用・社員教育などが奏功し、これまでは事故を避けられているが、コロナ禍に伴う在宅勤務はセキュリティ上のリスクを高めている、との認識のもとにリモートワークセキュリティ対策（セキュリティパッチ適用管理・Webフィルタリング）を実施している。
また、当社グループ会社群のサイバーセキュリティを強化するため、社員教育プログラムの展開と併せて各グループ会社が遵守すべきセキュリティ対策を「ITスタンダード」に成文化したうえで、毎年グローバルな規模でセキュリティ・アセスメントを実施し、発見した脆弱性は緊急度に応じて是正する管理サイクルを回している。
2021年6月稼働を目標に当社と完全子会社である郵船ロジスティックス（株）を対象にグローバルな規模で重要IT機器（PC・サーバー・回線・セキュリティ機器）のセキュリティを365日・24時間ベースで監視するGlobal Security Operation Centerを開設する。
万一の情報セキュリティ事故に備え、IT部門だけでなく広報・IR・総務・人事部門と一体となって対応するGlobal Information Security Incident Response Team（Global ISIRT）を組織しているが、2021年度初を目途にサイバーセキュリティ対策に特化するGlobal Cyber Security Incident Response Team（Global CSIRT）に改組・強化する。
以上のサイバーセキュリティに関する状況と施策は情報システムセキュリティ委員会に報告・付議されている。（添付「2020年度情報システムセキュリティ委員会」ご参照）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

